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                                 日中協発第８号 

               令和７年６月１７日 

地区本部長・支部長 各位 

賛助会員 各位 

                         （公社）日本中国料理協会 

                              会長 脇 屋 友 詞 

 ( 公 印 省 略 )  

 

職場における熱中症に関する注意喚起について（行政情報の提供） 

 

平素より当会の運営に御理解・御協力を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、例年どおり厚労省において、「職場における熱中症予防基本対策要綱」に基づ

き、基本的な熱中症対策を講ずるよう呼びかけがなされております。このことを踏ま

え、日中協として会員、賛助会員の皆様に下記により熱中症に関する注意を呼び掛け

るものです。各地区本部長様、支部長様におかれましては、本資料をもとに会員様へ

のお知らせ・注意喚起をよろしくお願いいたします。 

なお、職場における熱中症対策、助成金の詳細につきましては、厚生労働省 HP をご

覧いただくか、当会へお問い合わせくださいますようお願いいたします。 

 

記 

 

１ 熱中症とは 

  高温多湿な環境下で、発汗による体温調節等がうまくはたらかなくなり、体内に

熱がこもった状態をいいます。熱中症は屋外だけではなく室内で何もしていないと

きでも発症し、場合によっては死亡することもありますので、十分な注意が必要で

す。 

 

２ 熱中症対策のポイント 

厚生労働省の「働く人の今すぐ使える熱中症ガイド」をもとに、日中協において

（別添１）のとおり、「日中協 調理現場における熱中症対策のポイント」を作成し

ましたので、会員様へお知らせください。 

熱中症は、別添１Ｐ３表のとおり、ＷＢＧＴ値（気温と相対湿度の関係で決まる

暑さ指数）が高くなると発症可能性が高くなるもので、表中の濃い赤色の領域は職

場環境が危険な状態なっていることを示しています。 

 

３ 事業主の責務 

  労働安全衛生規則が改正され、（別添２）のとおり事業主に次のことが義務付けら

れました（令和７年６月１日から適用）。 

（１）熱中症の自覚症状のある従業者等」や「熱中症のおそれがある従業者等を見つ
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けた者がその旨を報告するための「体制整備」及び「関係者への周知」を行うこ

と。 

（２）熱中症のおそれがある従業者等を把握した場合に迅速かつ的確な判断が可能と

なるよう、 

  ① 事業場における緊急連絡網、緊急搬送先の連絡先及び所在地等 

  ② 作業離脱、身体冷却、医療機関への搬送等熱中症による重篤化を防止するた

めに必要な措置の実施手順の作成及び関係作業者への周知 

  をすること。 

 

４  助成金 

  職場に高年齢労働者（労災保険が適用されている 60 歳以上の方）が在籍され、そ

の方の熱中症予防対策を講ずる事業主向けに「エイジフレンドリー補助金」（職場環

境改善コース）（別添３）があります（機器等の導入、工事の施工等に要する経費の

1/2 を補助）。 

なお、助成金の申請には一定の要件を満たすことが必要です。 
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（別添１） 

日中協 調理現場における熱中症対策のポイント 

ＷＢＧＴ値と気温、相対湿度との関係                                       

 

熱中症は、ＷＢＧＴ値（気温と湿度の関係で決まる暑さ指数）が高くなると発症リ

スクが高くなるものです。表中濃い赤色が危険領域となります。 
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３     

 

  (注)「水かけ」は、アスリートの世界では一般的な手当です（水道水散布法）。 

 

 

４  
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５ 調理現場の状況・対策 
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６  

  

 

（資料出所）厚生労働省「熱中症ガイド」より 抜粋  
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（参考） 

厚生労働省「STOP!熱中症 クールワークキャンペーン」リーフレット 

 

 

※日本語の他に英語、中国語、韓国語、タガログ語、インドネシア語、

ベトナム語のリーフレットがあります。 
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補助対象

屋外作業等における体温を下げるための機能のある服や、スポットクーラー等、その他労働者の体表面の冷却

を行うために必要な機器の導入

屋外作業等における効率的に身体冷却を行うために必要な機器の導入

→屋外作業等とは、屋外もしくは、労働安全衛生規則第606条の温湿度調整を行ってもなお室温31℃又は湿球

黒球温度(WBGT) 28℃を超える屋内作業場での作業をいいます。

（温湿度調整を行っても、室温31℃又は湿球黒球温度(WBGT)28℃を下回らないことを説明いただく必要があります。

例えば、炉があるため空間全体での温湿度調整ができない等の理由が考えられます）

【体表面の冷却を行うために必要な機器の具体例】

・体温を下げるための機能のある服や装備

・作業場又は休憩場所に設置する移動式のスポットクーラー

（熱排気を屋外等へ逃がすことができるもの、標準使用期間が５年以上のものに限る 等）

【効率的に身体冷却を行うために必要な機器の具体例】

・アイススラリーを冷やすための専用の冷凍ストッカー

（－20℃程度のもの、最大は400Lまで）

※アイススラリー、スポーツドリンク、保冷剤等は対象となりません。

熱中症の初期症状等の体調の急変を把握できる小型携帯機器（ウエアラブルデバイス）に

よる健康管理システムの導入

（使用者本人のみに通知があるものではなく、通信機能により集中的な管理ができる

機能を備えるもの。なお、ウェアラブルデバイスは熱中症に関する異常を感知することを

目的とし、深部体温を推定できる機能を有するものに限る）

日本産業規格 JIS Z 8504 及び JIS B 7922 に適合した WBGT 指数計の導入（１事業者につき１点まで）

職場環境改善コース（熱中症予防対策プラン）
【対象：60歳以上の労働者】

60歳以上の高年齢労働者が安全に働けるよう、暑熱な環境による熱中症予防対策として身体機能の低下を補う装

置（機器等の導入・工事の施工等）の導入に要する経費を補助対象とします

Ⅲ 転倒防止・腰痛予防のための運動指導コース 【対象：全ての労働者】

労働者の身体機能低下による転倒災害や腰痛災害（行動災害）を防止するため、専門家（※）による身体機能の

チェック及び専門家による運動指導に要する経費を補助します（役員を除き、５人以上の自社の労災保険適用労

働者に対する取組に限ります）

補助対象となる取組

① 専門家を事業場に招き、対象労働者
に対する身体機能のチェック評価を
受ける

② 専門家が、①の 結果に基づき、対
象労働者に対して運動指導（対面指
導）を実施する

③ ②の効果の確認のため、専門家によ
る対象労働者の身体機能の改善等の
チェックを受ける。

※ 専門家とは・・・理学療法士、健康運動指導士、等

※注意事項※

・転倒防止、腰痛予防について、それぞれ申請様式が違います。また、
①の指定チェック項目も違いますので様式等をご確認ください。

・補助対象となる取組について、左記の①～③をすべて実施していただ
く必要があります。

・①や②を複数回実施する場合も補助対象となります。（例えば、①を
１回実施後、②を３回実施し、最後に③をした場合、全ての取組が補
助対象となります。）

・①～③の実施について、安全性を確保するため、専門家との対面によ
る実施に限ります（オンライン開催不可）。

・物品の購入（動画の作成を含む）は認められません。
・支払請求書類等を提出いただく際は、交付申請のとおり実施した証明

として、実施状況がわかる写真や身体機能のチェック結果の写し
（10名分）を提出していただきますので、実施の際は記録やそれら
の記録の紛失が無いように、ご留意ください。

事業主健診情報が保険者に提供されていることが補助の前提です
コース内容は、次ページへ

Ⅳ コラボヘルスコース 【対象：全ての労働者】


